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1. はじめに 

住民の合意に基づいて、それぞれの地区の特性にふ

さわしい街づくりを誘導する制度として、地区計画が

ある。住宅地などでは良い居住環境が形成されること

が期待されるため、様々な都市で地区計画による街づ

くりが行われている。しかし、地区計画がもたらす具

体的な効果や地区計画に伴う制限に対する地域住民の

受容意識は必ずしも明らかとなっていない。本研究で

は秋田市を対象とし、地区計画区域と地区計画区域以

外の住民を対象に意識調査を行った。すなわち、地区

計画が居住環境に対する意識に及ぼす影響を明らかに

し、今後の地方都市におけるより良い地区計画のあり

方を検討することを目的とした。 

2. 居住環境に関する意識 

(1) 調査の実施 

 本研究では秋田市の山手台、八橋の 2地域を対象に

意識調査を実施し、地域の住みやすさや満足度、居住

地決定の際の優先項目、日常生活、地区計画などを質

問している。表 1に対象地域の特徴と回収部数を示す。

居住地域の住みやすさに関しては、いずれの地域も、

大半の被験者が｢住みやすい｣もしくは「やや住みやす

い」と回答している。  

 

 

 

 

 
 

 

3. 地域別にみた地区計画の評価 

 (1) 地区計画に対する意識 

 地区計画区域での地区計画の内容の認知度と各地域 

 

 

での地区計画に対する意識を質問した。地区計画区域

に居住する被験者の 60％以上が、自らが居住する地区

の地区計画の内容を「知っている」もしくは「少し知

っている」と回答した。また、いずれの地域も地区計

画の必要性を、「感じる」とした被験者が過半数を占め

ている(図 1)。 
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(2) 地区計画によるメリットについて 

 「建物の高さが整う」や「奇抜な広告物がなくなる」

などといった回答が多くを占め、「メリットはない」と

回答した被験者はいずれの地域も 5％未満となった。ま

た、地区計画区域では「静かな街になる」と回答した

被験者が最も多いのに対して、地区計画区域以外では

少ないものであった。以上のことから、実際に住むこ

とにより感じられるようなメリットは、地区計画区域

以外の被験者は認知していないといえる。また、地区

計画区域以外の被験者の多くが「街の価値があがる」

ことをメリットに挙げたのに対し、地区計画区域では

「土地が安く購入できる」と回答した被験者が少なく

なかった。すなわち、資産価値に対する評価に差があ

ると考えられる。 

(3) 地区計画によるデメリットについて 

 デメリットはいずれの地域も「倉庫や小屋に対する

制限」や「敷地面積に対する制限」などが多く挙げら

れた。しかし、地区計画区域では「特にデメリットは

ない」と回答する被験者が最も多く、地区計画区域以

外の被験者との大きな差異である。また、地区計画区 

域以外の被験者は「建物の高さの制限」や「塀・門な 
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表 1 調査概要と居住地域の特性 

図 1 地区計画の必要性 

地区計画区域

地区計画

区域以外

①　山手台 郊外型の新興住宅地。第一種低層住
居専用地域。二地域のなかで最も規
制の強い地区計画区域。

②　八橋 古くから開発され、住宅地と商業地が
混在している。第二種中高層住居専
用地域。地区計画区域でない。

①　山手台 41世帯　（回収率：22.8％）

②　八橋 96世帯　（回収率：40.0％）

対象

世帯回収
部数
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どの制限」の回答が多い。すなわち、地区計画による

影響をメリットと感じていながら、自らの住居に規制

がかかることを問題視していると考えられる。一方、

実際に地区計画区域に居住している被験者は規制を問

題視していない。 

4. 居住地に対する満足度分析 

 地区計画によって影響されると考えられる居住環

境の満足度を質問した。地区計画区域は、「地域の施

設」以外の項目の満足度が高く、地区計画の効果と

考えられる(図 2)。 
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地区計画区域以外では「地域の施設」の評価が特

に低い。また、外的基準を街の総合的な住みやすさ、

アイテムを居住環境の満足度とした数量化理論Ⅱ類

による分析を行った結果、「地域の施設」のレンジが

高く、住みやすさに影響する要因といえる。 

5. 居住地選択に影響する要因の重要度評価 

(1)拡張寄与ルール(ECR)法の概要 

 集団の選好意識を明らかにする ECR法 1)を用い、

居住地選択に影響する要因の重要度を評価してもら

った。本研究は居住地の選択に影響する項目を 8つ

提示し、合計が 0となるように各項目に+5～-5点の

点数を付けてもらった。m人の集団の項目 iの jに対
する選好度は式(1)で表される。
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ECR法の結果は、上方にある項目ほど重要度が高

く、下方ほど重要度が低くなるよう構造化される。 

 (2)居住地の選択要因に対する重要度評価 

 地域別にみたECR法による分析結果を図 3に示す。

地区計画区域の被験者においては、1)街なみ・景観

の良さが最上位となる。λ を大きくして反対意見を

多く考慮しても、最上位のままであることから、1)

街なみ・景観の良さの重要度が高いことがわかる。

地区計画区域以外の被験者においては、6)買物の利

便性の良さの重要度が高く、5)街なみ・景観の良さ

に対する重要度が低い。さらに、｢10～50 代｣と｢60

歳以上｣の年齢別に分析しても、上位となる項目は変

わらない結果となった。よって、居住地を選択する

上では年齢に関わらず、地区計画区域の住民と地区

計画区域以外の住民では、重要視する項目が異なる

といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. おわりに 

 分析結果から、地区計画が良好な居住環境の形成に

貢献していることが明らかとなった。また、地区計画

区域以外の住民にも、地区計画受容の可能性があると

いえる。しかしながら、居住地選択に影響する項目の

重要度は地域によって違いがある。したがって、現在

秋田市で主に指定されている、街なみ・景観を整える

ような地区計画だけではなく、道路や公園、商業施設

の配置などに関わる地区計画など、その地域の特色に

あった多様な地区計画の指定が良好な居住環境の形成

に貢献するものと考えられる。 
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図 3 居住地決定に必要な条件の重要度評価 
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図 2 居住地決定時に影響がある項目の満足度 
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